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中部横断自動車道（長坂～八千穂）の建設

計画は計画段階評価の試行として行われてき

ましたが、これまで何度も指摘してきたよう

にそこには国交省によるいくつものごまかし

がありました。今回また、大きなごまかしが

明らかになりました。明らかになった事実は、

この計画の本質にかかわる重大なものです。

建設不可能なルート案をアンケートに

掲載して選択させる

国交省は中部横断自動車道（長坂～八千穂）

に関する住民等への第 1 回、第 2 回アンケー

トで、比較対象の複数案の一つに対策案とし

て旧清里有料道路の活用を提案しました。し

かしこの道路の一部、高原大橋から清里に登

る急坂の勾配は、高原大橋駐車場（標高

1088m）から登坂車線の終了地点（1248m）

までの 1.96km 区間は 8.16％もあることが判

明しました。道路建設の基準を定めている道

路構造令（政令）では、高速道路の縦断勾配

は４％以内と決められており、特例でも７％

が最大で、その長さも４００m が限界とされ

ています。旧清里有料道路の 8％を超える急坂

は道路構造令に違反し、高速道路として活用

できない道路であることを意味しています。

しかしながら、国交省はあたかもこの道路が

高速道路として利用可能であるかのように偽

って、旧清里有料道路を高速道路の建設予定

ルートとしてアンケートの選択肢に入れたの

です。

国交省は道路行政及び道路建設のプロであ

るはずで、旧清里有料道路が政令に違反し高

速道路として活用出来ないこ

とは、当然最初から分かってい

たはずです。にもかかわらず、

このルート案を対策案として

アンケートの選択肢に入れた

ということは、国交省が政令を

無視して意図的にそうしたと

しか考えられません。

国民を欺きバカにしている

国交省の建設計画

国交省は第 1回、第 2回アンケ

ートで複数ルート案を対策案と

して提示したと主張しています

「八ヶ岳南麓を横断する高速道路はいらない！ 国道 141 号線の改良・改修を！」
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国交省の大ウソがまた明らかに！

設立７年目を迎えて総会を開催
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が、それがまったくの大ウソであることがこ

の事実で証明されました。アンケートに対策

案として活用不可能なルート案を提示して選

択を迫るということは、一体何を意味してい

るのでしょうか。それは国交省が最初から高

速道路建設ありきで、そのためには国民にウ

ソをつき欺いても構わないと考え、国民をバ

カにしていることに他なりません。私たちは

声を大にして、国交省に対して「国民をバカ

にするな！」と言わなければなりません。

沿線住民の会ではこれまで中部横断自動車

道（長坂～八千穂）に関して国交省の事実の

歪曲や資料のねつ造を指摘し、高速道路建設

計画の見直しを求めてきました。しかし今回、

そもそもこの建設計画の当初から国交省によ

るごまかし・大ウソがあったという事実が明

らかになったことで、国交省の「計画段階評

価は適正に終了した」との主張は根底から覆

されることになりました。中部横断自動車道

（長坂～八千穂）の計画段階評価は、初めか

ら重大な瑕疵があったのです。従ってこの建

設計画は、その始めに戻ってやり直す必要が

あることがより一層明白になりました。

2019 年度現況報告と総会を

開催

4 月 20 日、北杜市大泉町のいずみ活性化施

設ホールで沿線住民の会の 2019 年度現況報

告と総会を開催しました。

沿線住民の会の活動も７年目を迎え、いま

どのような状況にあるのか皆様の関心も高く

大勢の方が参加しました。今回はパワーポイ

ントにより地図などの資料を示しながら、現

況報告と2018 年活動報告・会計報告、2019

年度活動方針（案）について報告しました。

現況報告では、より具体的にこの中部横断

自動車道（長坂～八千穂）事業の現状と問題

点を明らかにし会員一丸となって今後の活動

を継続する活力となるよう、資料に基づいて

報告がありました。情報公開請求で明らかに

なったＢルート帯図、新ルート帯（案）改ざ

ん図、計画段階評価の際に「消されたルート

案」などを示し、いかにこの中部横断自動車

道（長坂～八千穂）の計画段階評価の進め方

が杜撰であり、複数案を示したかのように装

っているが、初めから全線高速道路建設「Ｂ

ルート帯ありき」の計画ではなかったのかと

いうことが直近の検証結果に基づき報告され

ました。

2018 年活動報告では、公共事業チェック議

員の会との共催で国交省道路局へのヒアリン

グと要請、関東地方整備局へ面談・要請行動、

また国会公共事業調査会（仮称）準備会の発

足に参画し取り組みを継続していること、中

部横断自動車道の問題を国会（国土交通委員

会）で国交省に質疑したこと、北杜市に対し

ては中部横断自動車道に関する間違った発信

に対する抗議、修正・謝罪等をさせたこと。

また「道路住民運動全国連絡会」「公共事業改

革市民会議」「新山梨環状道路北部区間反対連

絡協議会」「山梨リニア沿線住民の会」など各

関係団体との連携行動等が報告されました。

  

2019 年活動方針（案）としては、基本的な

考え方として、１．八ヶ岳南麓を横断する中

部横断自動車道新ルート案に反対し、国道

141 号の改良・整備を求める。２．地域住民

のみならず、八ヶ岳の自然環境・景観を愛す

る全ての人々と共に協力し、高速道路建設等

により自然、景観、生活環境等の地域環境が

破壊されない為の取り組みを行う。基本とな

る働きかけとしては、国交省・国政への働き

かけ、山梨県および北杜市、北杜市議会への

2019 年活動方針を了承
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働きかけ、各関係団体との連携、会員をはじ

め地域の協力者の皆さんとの共同行動、情報

共有、そのための広報・情報発信を行う等々

が報告され、2019 年活動方針（案）は 2018

年度会計報告と共に了承されました。

質疑応答では参加者から、この中部横断自

動車道（長坂～八千穂）のルートは非常に勾

配がきつい個所が続き、さらに全国で一番標

高が高いところに作られる非常に危険な道で

あるとの重大な指摘がありました。改めてこ

のような八ヶ岳南麓を横断するルートは止め

てほしいと会場一同思いを新たにしました。

6/5 全国公害被害者総行動に参

加・国交省道路局へ要請行動

６月５日、東京・霞が関で第４４回全国公

害被害者総行動があり、沿線住民の会は道路

住民運動全国連絡会と共に参加しました。こ

の総行動の後、全国各地から集まった参加者

はぞれぞれ関係省庁との直接交渉に臨み、道

路関係の参加者は国交省へ要請行動を行いま

した。

中部横断自動車道（長坂～八千穂）に関す

る要請項目と回答は下記の通りです。

１．公開ヒアリング時の21質問事項に対す

る回答書の速やかな提出等について

道路局は 2018 年 12 月 11 日 超党派国会

議員連盟「公共事業チェック議員の会」と沿

線住民の会共催で行われた国交省への「公開

ヒアリング」で、沿線住民の会からの 21 項目

の質問書に対し国交省本省の担当者は口頭で

回答しました。公共事業チェック議員の会事

務局長から改めて文書で回答するよう求めら

れ、回答書提出の要請に応じました。その後、

再三の回答書提出の求めに対してようやく

2019 年 2 月 5 日道路局企画課道路経済調査

室から国会議員事務所を通じて回答書が送ら

れてきました。その回答書には官庁名、当該

部署、担当者名、また回答の宛先、日付など

は一切記載されておらず、とても公文書とし

ての回答書と言えるものではありません。

＜企画課道路経済調査室担当者の回答＞

現在、甲府河川国道事務所と長野国道事務所

において対応を検討していると聞いている。

ご指摘に従って丁寧に対応していきたい。

２．転記ミス・改ざんされた新ルート図の訂

正と公表について

国交省は、2012 年 11 月 21 日関東地方小

委員会第１回ワーキンググループに改ざんさ

れた新ルート帯案図を審議資料として提出し、

ワーキンググループの委員たちはこの改ざん

された資料や誤った報告にもとづいて審議・

取りまとめを行いました。計画段階評価には

このように重大な瑕疵があるため、そのやり

直しを求め、速やかに転記ミスを訂正・公表

することについて回答を求めます。

＜企画課道路経済調査室担当者の回答＞

小委員会の資料の作成に当たって、既存資

  料を読みとりながら新たな資料を作成す

  る際、転記作業等に一部誤りが生じたもの

  と聞いておりますが、作為的に改ざんした

  ものではない事をお伝えしたい。

３．計画段階評価の際に提示されなかった

「消されたルート案」について

＜企画課道路経済調査室担当者の回答＞

国交省が 2013 年当初の地元説明会及びそ

れ以降もないと言い続けて公表されなかった

新ルート帯案のルート帯地形図、縦平面図と
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工法図等概略図が存在していたとの指摘があ

った事について、関東地方整備局に伝えたい。

中央道須玉ＩＣと双葉ＪＣＴ分岐ルート案

の概略図も開示され、地元説明会の時点で存

在していた事について、内部説明資料と聞いて

いる。計画段階評価における地元説明会におい

て長坂接続の理由については説明している。い

ずれにしても関東地方整備局に対してしっか

りと地元に説明するように伝える。

４．山梨県への対応策、 国交省からの出向者

の対応等について

山梨県県土整備部にはこれまで継続的に国

交省から出向した者が部長、副部長、理事、

高速道路推進課長職に配置され、私たち住民

との直接的な対話を妨げ信頼関係を損ね、面

談ができなくなった経緯がある。このような

事態について道路局はどのように対応するの

か。

＜企画課道路経済調査室担当者の回答＞

山梨県知事との面談の要請について、山梨県

の判断については当方として事実を把握し

ていない。

以上の様に、応対した国交省の担当者は私

達の要請項目について、ほとんど事前確認を

していないか理解できていない状況で回答の

場に現れました。再質問にも適切な回答はで

きず、何のためにこの場に来ているのか？！

会場でも厳しく追及しました。

ここ数年、毎年この要請行動に参加してい

ますが、国交省担当者の的外れの説明と回答

にならない内容からは、対応する国交省管理

職職員の国家公務員としての使命の欠如と質

の低下を年々感じています。「適切に対応する、

できるだけ早急に、丁寧に対応したい・・・」

との言葉を連発しますが、何もしません。平

気でうそをつく官僚が増え続けている事は残

念ですが、今後更に国交省を追及していきま

す。

国会公共事業調査会（仮称）

準備会を開催
説明責任ある制度、参加型の意思決定の実現へ

５月２３日に衆議院第２議員会館で第７回

国会公共事業調査会（仮称）準備会が超党派

国会議員連盟「公共事業チェック議員の会」

の立憲民主党、日本共産党、国民民主党の衆

参国会議員の出席のもと開催され、江戸川ス

ーパー堤防・横浜環状南線・中部横断自動車

道（長坂～八千穂）・石木ダム建設問題・辺野

古埋め立て見直しの必要性について意見表明

をしました。

最初に国会公共事業調査会（仮称）準備会

の設立趣旨について、引き続き「国会公共事

業調査会（仮称）準備会は、公共事業をめぐ

る法制度や実情を研究し、国会に公共事業調

査会（仮称）の設置を目指す市民・議員のネ

ットワークであること、人口減少、社会イン

フラの老朽化がすすみ、気候変動による災害

リスクの高まる日本にふさわしい公共事業の

あり方を考え、当面は中長期の視点から公共

事業をめぐる共通課題の解決を目指す」こと

が確認されました。

下関北九州道路や大戸川ダム、辺野古大浦

湾埋立の現状を挙げ公共事業の「異常」な状

況が報告され、チェック機能の不足・機能不

全、不透明な意思決定の問題が指摘されまし

た。国会は予算における個所付けの隠蔽と環

境保全法の不足、行政は公共事業評価制度の

機能不全、司法は環境団体訴権の不存在「忙

しすぎる」裁判官として共通する課題が挙げ

られました。

これまでの活動としては国会図書館・衆議

院法制局・総務省・国土交通省等の担当者も

出席し、具体的な事例から「公共事業事例報

告シート」「見直しシート」を活用し、共通課

題を分析、環境影響評価制度の課題・改革の

あり方（戦略アセスの必要性）、公共事業評価
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制度の課題・あり方等を今回も含めて７回に

わたって検証、研究を続けています。

（公財）日本野鳥の会からは公共事業におけ

る政策立案段階及び計画実施・プログラム段

階からの戦略的環境アセスメント導入の必要

性が述べられ、現行の配慮書手続きは戦略ア

セスではないと指摘しました。また、政府第

５次環境基本計画の環境影響評価制度の総合

的な取組の展開として明記されている事業の

位置・規模等の検討を行う段階より上位の政

策・計画の策定時に適切に環境配慮を組み込

むための戦略的環境アセスメントの実施方策

を実行すること。加えて「生物多様性基本法」

第２５条にあるように生物の多様性に影響を

及ぼす事業の実施に先立つ早い段階、計画立

案の段階から必要な措置を講ずるべきである

との問題提起がされました。

続いて水源開発問題全国連絡会からは公共

事業評価制度をどう改善すべきかをテーマと

し、石木ダム、大阪府の安威川ダムや江戸川

スーパー堤防等の数多くの事例から現実とか

け離れた再評価とＢ／Ｃ（費用便益）の算出

の実態、通過儀式として行われるパブリック

コメントと公聴会の実態や、事業評価監視委

員会等の審査委員会の公開・非公開は事業者

の判断に委ねられ市民の情報へのアクセス権

や市民参加の機会は保障されず、公正審議は

期待できず第三者性が無く事業者の意向に沿

った判断を出すなど追認機関となっている実

態が報告され、公共事業評価制度、戦略的環

境アセスの形骸化などが指摘されました。後

半には日本弁護士連合会が国会へ提出した

「公共事業改革基本法」（試案）の 2012 年 6

月 14 日の内容１情報公開の保障、２市民参加

の保障、３環境保全優先性、４公共事業上位

計画案に関する審議会の改革、５地方分権化

による国と地方公共団体の役割分担、６独

立・中立の公共事業評価審査委員会、７公共

事業の評価等に関する手続、８費用便益分析、

９公共事業の中止に伴う措置、１０訴訟手続

等について改めて確認し、実現のための働き

かけを進めようと提起しました。

日本の現状の公共事業の進め方では、中部

横断自動車道（長坂～八千穂）建設計画など

も含めて、あらゆる公共事業が適正確保のた

めの評価がなされないまま無制限に強行実施

されるおそれがあります。今後も調査会など

様々な取り組みを継続し、八ヶ岳南麓の広範

な自然環境・景観・生活環境等の保全等のた

めに、建設計画の手続の民主性と透明性の規

定の欠如などその問題点について徹底的に指

摘し、建設計画を抜本的に見直すことを求め

ていきます。

ストップ・リニア！訴訟

第１４回口頭弁論に参加して

５月１７日（金）に東京地裁にてストップ・

リニア！訴訟第１４回口頭弁論が開かれ、山

梨県のリニア沿線住民と共に参加しました。

一都六県から 160 人もの方が参加し、今回も

東京地裁の傍聴席を埋め尽くす中で口頭弁論

が始まりました。

今回は初めに第二次訴訟の扱いが協議され、

今後は本裁判と併合して行われることになり

ました。第二次訴訟は、JR東海が国交大臣に

提出し国交省が許可した「中央新幹線工事実

施計画（その２）」（電気系統・通信系統）に

ついて、国交省の認可の取り消しを求める訴

訟です。この工事実施計画は（トンネル、駅

舎、変電所、車両基地、非常口設備）に付随

する電気・通信工事や、列車の運行に関連す

る通信方法などを盛り込んだものですが、環

境影響評価手続きを全く受けていません。

裁判では、山梨県中央市の原告から騒音や

振動等による健康被害や日照被害、強磁界・

強電磁波や地下水汚染等による健康被害の心

配が陳述され、相模原市の原告からはトンネ

ル工事の際のシールドマシンによる掘削工事

による地盤沈下の危険性、用地補償等の問題
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について陳述され、飯田市の原告からはトン

ネル工事残土、トンネル工事による漏水の天

竜川への排水、新戸川上流域の防災工事、地

域通学路の速やかな恢復、住民生活への工事

騒音回避について納得のいく回答が得られて

いないことなど関連する問題についても指摘

する意見陳述が行われました。

裁判終了後には、衆議院第一議員会館にて

報告集会が行われました。報告集会・シンポ

ジウムでは、「東京外環道訴訟と大深度法－住

宅の真下に巨大トンネルはいらない－」のテ

ーマで、東京外環訴訟の裁判を担当している

武内更一弁護士の講演が行なわれました。武

内氏は大深度地下でのシールド工法工事に

次々と被害が出ていることを指摘し、大深度

法の問題点を詳しく掘り下げ説明しました。

野川の気泡問題、シールドマシンの振動、地

盤沈下・陥没の可能性、実際に起きた出水事

故などの例を挙げ、大深度法が当初、事業者

である国土交通省及びＮＥＸＣＯ東日本・中

日本が安全であるとの説明を大きく覆す現状

を明らかにする講演となりました。私たちも、

このような取り組みに学び、中部横断道につ

いても建設計画、道路構造などの点からも多

くの問題があることについて引き続き検証を

行い、建設計画自体に危険性があることを国

交省へ指摘し、建設計画の手続きを最初に戻

すように求めていきたいと思います。

※第１５回裁判日程 ７月１９日 14：３０～

山梨県・長野県知事 中部横断道の

「早期開通」を国交大臣へ要望？

５月２１日、山梨・長野両県知事は国土交

通省を訪れ、中部横断自動車道で事業化され

ていない長坂（北杜市）～八千穂（長野県）

の北部区間（約 34㌔）について早期開通を求

める要望書を提出しました。両県知事が都市

計画決定の手続きを進める意向などを盛り込

んだ要望書を受け取った石井国交大臣は、「方

法書を速やかに

公表できるよう

に両県と緊密に

連携を取りたい」

と応じた、と報

道されています。

当初の国交省の

説明では、中部

横断自動車道長

坂（北杜市）～

八千穂（長野県）

は都市計画道路

ではないとされ

ていましたが、

今回突然山梨・

長野両県知事が

「都市計画決定の手続きを進める意向」を表

明したことについては今後注視していきたい

と思います。

中部横断自動車道長坂（北杜市）～八千穂

（長野県）は 2015 年４月に「計画段階は適

正に終了した」とされていますが、長野側の

野辺山～八千穂の区間は昨年2018年 7月11

日に1㌔帯のルートが発表されたところです。

そして国交省への情報開示請求では、長野側

は方法書を作成していないことが分かってい

ます。これでは国交大臣が表明した「速やか

に方法書を公表」とは程遠い状況と言わざる

を得ません。

今後も、国交省などへの働きかけを強めて

いる長崎幸太郎山梨県新知事と長野県知事の

動向を注視し、問題点を指摘していく必要が

あります。また、沿線住民の会がこれまで国

交省資料や情報開示請求等通じて調査した公

文書の内容からも、改ざんともいえる間違っ

た審議資料等による関東地方小委員会での国

交省を追認する審議、計画段階評価の進め方

等の不当性を問い、計画段階評価のやり直し

と高速道路建設計画自体の見直しを求めてい

きたいと思います。
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名古屋市では戦後復興の都市計画の一環と

して様々な道路計画が立てられました。その

中には、社会情勢の大幅な変化にもかかわら

ず当初の計画がそのまま進められようとして

いるものも多々あり、それらの都市計画道路

は地域住民の反対により見直しが求められ、

多くが廃止・変更となっています。

①高田町線

名古屋市の昭和区から瑞穂区まで南北に長

さ約 4ｋｍ、幅 20ｍほど（２車線）の道路を

作るという計画でした。名古屋市は 2005 年

末「未着手都市計画道路の整備方針案」を発

表し、2007 年から工事に着手する計画を発表

しました。５０年以上も前の計画で、戦後す

ぐの焼け跡地域に道路が計画された当時とは

全く様相が異なっていることから、関係住民

が 2006 年に「高田町線を考える会」を結成

し、本当に必要な道路かどうかを検討しなが

ら市当局への働きかけなどを続けてきました。

地域住民の名古屋市への働きかけなどの運

動の結果、2016 年にこの高田町線の昭和区部

分は正式に「廃止」となりました。

名古屋市当局が認めた理由は

・説明会を開催したが、地元の合意が得ら

  れなかった

・周辺道路の交通量の減少や人口の減少で、

  将来予測で円滑な交通の確保が可能・近

  年の社会情勢の変化を踏まえて再検討し

たなどであり、当然の結果と言えます。

②山手植田線、八事天白渓線

この道路計画は 1957 年に計画されたもので、

2007年になって整備計画が発表されて以来、住

民がそれぞれ「山手植田線に反対する会」、「八

事天白渓線・東山公園整備計画を考える会」

を結成して、建設計画の廃止を求めてきまし

た。

住民は、これらの道路が自然の生態系を破

壊するだけでなく騒音、大気汚染など環境破

壊をもたらすことを危惧し、名古屋市議会議

員の協力も得ながら名古屋市に働きかけ続け

ました。

その結果、2016 年９月名古屋市の未着手都

市計画道路整備の「整備プログラム案」で両

道路ともに「廃止候補路線」に分類されるこ

とになりました。

③弥富相生山線

この道路は、１３０haの広大な広さの相生山

緑地の真ん中を通る計画でした。1957年に都市

道路計画決定がなされていましたが、名古屋市

は 2000 年になり突如「周辺の道路の渋滞緩和」

を口実として道路建設計画を進めようとしまし

た。これに対して住民は「相生山の自然を守る

会」を結成し、道路建設で本当に渋滞の緩和に

なるのかを問い、渋滞、騒音等による生活環境

  日本各地で続発する道路問題（第３回）☆シリーズ

■名古屋都市計画道路…廃止・見直しが進む
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の悪化を問題として建設反対の運動を繰り広

げました。2000 年には名古屋市に対して１

万筆を超える住民の反対署名を提出しました。

2014 年になり、「弥富相生山線の道路事業の

廃止、公園としての整備」が決定され、道路

計画は一応廃止となりましたが、その後も公

園としての整備計画の一環として「園路」建

設の計画があり、自然豊かな相生山緑地を守

る活動は現在も継続して取り組まれています。

これら以外にも名古屋市では環状２号線西

南部、東南部、環状３号線でも沿線住民が騒

音・振動・家屋被害などから環境を守る運動

を続け、「道路公害反対愛知県民会議」も大型

道路建設に反対する活動を展開しています。

名古屋市では未着手都市計画道路１０４

（2017 年）路線の９割以上が旧都市計画法

（1969 年廃止）で決定されたもので、住民

の参加もなく行政が一方的に決めたものでし

た。それ故、その後の社会状況の変化と大き

な齟齬があり、地域の住民は現状に合った道

路計画の見直しを粘り強く名古屋市当局に求

め、交渉を継続してきました。その結果名古

屋市も「社会情勢の変化」を認めざるを得な

くなり、都市計画道路建設を見直すことで３

０路線を「廃止」、２１路線の計画変更を決定

するに至りました。

2019 年度会費納入のお願い

  日ごろより会員の皆様には沿線住民の会の活動にご理解・ご協力をいただきまして有難うござ

います。2019 年度の会費納入のお願いです。

  昨年は皆様のご理解のもと会費の納入を頂き、有難うございます。この貴重な財源を今年度も

有効に活用して、八ヶ岳南麓での高速道路建設の見直しのため尽力していきたいと思っておりま

す。引き続きよろしくお願い申し上げます。会計年度は 1 月から 12 月です。

◎会員：年会費３０００円

  ■メーリングリスト登録が可能です。会員の皆様で会員メーリングリストに登録をご希望の

    方は、振込み用紙にメールアドレスをご記入ください。

◎ニュース会員：年会費１５００円  

    ■ニュース：年６回発行を速やかにお届けいたします。

  ※振込み用紙に、「会員」または「ニュース会員」の明示をお願いします。

            

〈本の紹介〉

東京外環道の真実

住宅の真下に巨大
トンネルはいらない
    丸山重威著

東京外環道訴訟を支える会編

あけび書房 1600 円


